


口座）の実際の残高が３０６,９６１円であるにもかかわらず、７,０８２,６５５円と計

上されていました。 

これについて、上記１のとおり改善措置をとり、平成２６年度の決算書類において

は、貸借対照表及び財産目録において、元職員未収金として損害賠償請求権に関する

８,１５１,４０６円を計上し、不明な入金２,８７０,０００円について仮受金として計

上しました。 

これにより、平成２６年度の決算書は法人の資産、負債及び資本の真実な内容を明

瞭に表示し、総会においても承認され、所轄庁に提出いたします。 

（別添１ 平成２６年度活動計算書、貸借対照表、財産目録） 

 

３ 監事職務の遵守に関する改善について（法第１８条） 

   監事職務を確実に理解し遂行するため、次の項目を行ったうえで、平成２６年度の

業務執行及び財産状況の監査を適正に実施し改善を図りました。 

（１）理事、監事及び事務局職員全員を対象とした監査業務の研修を実施し、監査業務に

関する重要性を認識しました。 

（２）また、認識を深めるため、「NPO 法人の監事の監査チェックリスト」により模擬監

査を実施しました。 

 

４ 法人の組織運営体制について 

組織運営について、意思決定や経理に関する明文規定がなく、責任体制も不十分で

あったため、次の項目を改善し再発の防止を図ります。 

（１）役員担当業務表に基づき役員分担を明確にするとともに、役員の責任に基づく事業

推進と運営管理に関する進捗管理を理事長が自ら行うこととしました。 

（２）組織や事業に関わる重要な事項について、役職員が権限に基づいて業務を執行する

ことを目的に、決裁及び委任マニュアルを制定し決裁権限に基づく体制を整えました。 

（３）今回の不祥事は、事務職員交替や役員変更に伴い一人の職員のみが業務情報とその

処理を独占していたことも一因である。このような状況を防止し、役員相互の情報共

有促進と運営管理の継続性、安定性を確保するため、コンピュータの記憶媒体を含め

た文書管理マニュアルを制定しました。 

（４）経理規程の制定、現金等取扱マニュアルの一部改正を行い、不適切な処理を防止す

る措置をとりました。なお、現金等取扱マニュアル（平成２６年１２月２５日制定）

に基づき、現金出納の組織的牽制作用を働かせるため、キャッシュカードの廃止、銀

行印と預金通帳の分離保管を実施しました。また、責任者による現金出納帳や預金出

納帳の確認を行うとともに、領収書保管を徹底します。 

（５）今後、７月以降経理担当職員の研修により、会計、経理事務の正確性を高めること、

また、理事会への研修報告を通して経理・会計部門の重要性を組織として情報共有し



ます。 

（６）なお、監査体制を充実するため、平成２７年度通常総会において、税理士である細

野理事が退任のうえ、監事に就任する提案について承認されました。 

 

５ 消失資産への対応について 

（１）財産目録記載の損害賠償請求額（元職員からの資金回収）について、担当弁護士と

協議しながら引き続き回収に努力します。また、刑事告発に基づく警察署の動向につ

いても捜査協力のうえ、注視します。 

（２）市民からの寄付金を上記消失資産の補てんに充てないことを基本認識として、平成

２７年度事業計画の各事業の考察を重ねます。 

（３）消失資産に相当する金額については、当法人の役員、支援者から事業継続を念頭に

合計９００万円を超える金額が集まっています。 

 

６ 今後の改善計画について 

   「第三者評価委員会」報告（４月２７日）を受けて、当法人役員自らの反省に基づ

く再建へ向けて、寄付者、会員、運営委員、助成団体等を構成員とし、再発防止と再

建に係る取組について、意見をいただくための「自己点検自己評価委員会」を６月２

６日に設置し第１回委員会を開催しました。この自己点検自己評価委員会での御意見

を踏まえ再建計画を策定し、事業再開と時期を判断します。 

（別添２ 自己点検自己評価委員会設置要綱） 


